
●データの標準化は、教育データの相互流通性の確保が目的であるため、あらゆる取得できる可能性のあるデータを対象に行うのではなく
、全国の学校、児童生徒等の属性、学習内容等で共通化できるものを対象とする。

●教育データを、①主体情報、②内容情報、③活動情報に区分する。
①主体情報 … 児童生徒、教職員、学校等のそれぞれの属性等の基本情報を定義。
②内容情報 … 学習内容等を定義。
③活動情報 … 何を行ったのかを定義（狭義の学習行動のみだけではなく、関連する行動を含む）

教育データ標準の枠組み

主体情報（教職員）
免許、勤続年数等

主体情報（児童生徒）
性別、生年月日、
在席校、学年 等

内容情報

活動情報
教材で問題を解く

授業を行う

活動情報

「Actor」のデータ

「Action」のデータ

「Ｏｂｊｅｃｔ」のデータ
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４．教育データの全体像（基本的な考え方）

学習分野（分類） 学習分野に関する情報（学習指導要領コードを含む）

教育的な特徴 想定する学習者、タイプ(解説文・図表・演習)等の情報

権利に関する情報 知的所有権や利用条件

…………… ……………

Ａ 生活活動 生活に関する行動の記録
学校の出欠、健康状況等

Ｂ 学習活動 学習に関する行動の記録
学習記録、成果物の記録、成績・評価情報

Ｃ 指導活動 指導に関する行動の記録
指導分野の記録等

主体情報（学校）
児童生徒数、学級数、教職員数 等

（留意点）・標準化の対象はデータの全てを網羅するものではなく、データの相互運用性を図る観点から全国的な定義の統一が必要なもののみである。
・ここで定義している情報を各学校等で集めなければならないものではない。（法令等で規定されている情報等は当該規定に従う必要がある。）
・標準項目以外に各学校設置者、学校で必要と考えるデータがあれば独自に定義して活用することは可能。



４．教育データの全体像（アーキテクチャを踏まえた全体イメージ）

名簿
-学年
-クラス
-編入日
-転出日 等

学習eポータル
学習履歴（学校）

-学習日
-教材・履歴 等

校務情報

学習eポータル
APIPDS

学習履歴（民間事業
者・社会教育施設）

-学習日
-教材・履歴 等

学習履歴（自学）
-学習日
-教材・履歴 等

時間割・学習計画
-シラバスID -授業コマ
-開始日 -教科等
-終了日 -概要
-開始時間 -指導計画 等
-終了時間

学習者
-氏名 -生年月日
-戸籍氏名 -住所
-氏名（カナ） -連絡先
-氏名（英字） 等

学習履歴xAPI
-内容
-verb
-object
-context
-result
-timestamp
-scored
-authority

One roster

出席履歴
-出席状況

等

MEXCBT（テスト）
-テスト日 -アンケート
-学習履歴 等

体力履歴
-測定日
-測定結果

等

学習履歴、健康履歴、
体力履歴の記録の方
式の設計が必要

教材流通環境

教材レコメンデーションと結果の解析が重要

コンテンツ

指導案教材

イベント

カタログ
-カタログ名
-カタログ内容
-主要トピック
-テーマ
-親カタログ名
-子カタログ名
-発行者
-更新日
-言語

学習指導要領コード

NDCコード

データセット
-タイトル -連絡先
-サブタイトル -説明ページURL
-バージョン -ダウンロードURL
-説明 -データサービスの可否
-タイプ -エンドポイントURL
-テーマ -エンドポイント説明
-キーワード／タグ -サイズ
-対象地域 -ライセンス
-対象期間 -権利
-更新頻度 -発行日
-フォーマット -更新日
-作成者 -状況
-関係者 -言語

学校
-学校コード -学校所在地
-学校種 -郵便番号
-都道府県番号 -属性情報設定年月日
-設置区分 -属性情報廃止年月日
-本分校 -旧学校調査番号
-学校名 -移行後の学校コード

民間教育機関
-法人番号
-法人名
-事業所番号
-事業所名
-所在地
-概要

施設
-施設ID
-名称
-名称（カナ）
-名称（英字）
-通称
-住所
-サービス曜日
-開始時間
-終了時間
-サービス担当区域
-連絡先

法人
-法人番号
-商号又は名称
-商号又は名称（カナ）
-商号又は名称（英字）
-登記住所

事業所
-事業所番号
-事業所名
-事業所名（カナ）
-事業所名（英字）
-事業所住所

教員
-役職 -担当学年・学級・教科等
-生年月日 -課外活動顧問等
-免許状区分 -研修受講履歴 等

資格
-宛先 -値
-発行日 -証明開始日
-名称 -証明終了日
-対象 -備考
-分類 -発行元 等
-内容

※現行の各システムのデータ項目を基に作成。ただし、これらデータ項目が全てではない。各情報システムを連携させていくことにより、業
務効率化・個人起点の支援が実現可能に

情報連携のた
めの識別子
（ID）が必要

※機関間の個人情報等の連携は、法令に基づく場合等を除き、原則として本人の
同意により提供。
※データ項目ごとに、行政のみが取り扱う場合、教員のみが取り扱う場合等があり、
データの性質に応じた権限付与やデータ提供の要件について、留意することが必要。
※ここに掲載されているデータが全て相互連携するということではなく、また、この他に
も、入試関連など学校段階が変わる際のデータもあり、各項目についても、今後随時
精査・更新していく。

健康履歴
-健診日
-健診結果 等
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家庭の状況
-保護者との関係
-家族・同居者構成、
居住・転居歴

-勤務先・収入金額 等
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５．調査等のオンライン化・教育データの標準化（基本的な考え方）

 前提として、紙媒体での管理では、効率的なデータの流通・蓄積は出来ない。現在、法令に基づく事務や各種調査で使用されてい
る情報のデジタル化がまずは喫緊の課題である。

 その上で、①主体情報、②内容情報、③活動情報、のそれぞれについて、優先順位を考えながら、随時標準化を行っていく。その際、
国際的な標準を参考にするとともに、法令上の規定や文科省の示している様式、現場での収集実態等を踏まえ、必須／推奨／任意
などを示すことで、画一的ではない、現場の創造性を活かす形とする。

これまで

オンライン化
国から自治体や学校現場に対して行う調査等のうち多くが、
メール・エクセル等で実施されており、集計・取りまとめ作業
に負担がかかっている。

標準化

主体情報 令和２年（2020年）12月、全国の学校にそれぞれ唯
一の「学校コード」を設定。以降、随時アップデート。

内容情報
学習分野の共通事項である「学習指導要領コード」につい
て、令和２年（2020年）10月公表。以降、随時アップ
デート。

活動情報 生活活動、学習活動、指導活動といった分類や想定され
る主な項目を提示。

【全体的な方向性】

これから
国が学校等に直接アンケート調査を行い、比較的簡易に実施でき
るツールの実証・開発を行い、データ利活用による学校教育改善、
及び学校・教育委員会・国の業務負担の軽減につなげる。

昨年末に、児童生徒、学校、教職員など、主体情報に係る標準を
「文部科学省教育データ標準第2版(2021年度)」として公表。以
降、随時アップデート。

国際的な標準（IEEE LOM、DCAT）を参考にしつつ、標準化すべ
き「内容情報」の洗い出し及び、それぞれのデータ項目の定義を行って
いく。令和４年（2022年）秋頃に標準を公表予定。

顕在化するデータと、潜在的なデータの双方が考えられる一方、現時
点では全容を見渡した定義は困難な状況であることから、まずは諸外
国の事例等も調査しつつ、標準化すべき項目の抽出等を行う。令和
４年（2022年）秋頃に標準を公表予定。



５．教育データの標準化（進め方の全体像）
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 主体情報・内容情報・活動情報それぞれについて、優先順位をつけながら、随時標準化を行っていく。（※データ項目はあくまでも例）

デジタル教科書 デジタル教材

学習eポータル標
準に準拠した
LMS（※１）

学外デジタル教
育用LMS（※１）

MEXCBT

校務支援システム

学齢簿システム等

児童生徒

学校

自治体

・性別
・生年月日

「教育データ標準第2版(2021年
度)」で概ねカバー、今後随時アッ
プデート

教員

・一般的情報
・教育的な特徴
・学習分野（分類）
・内容情報間の関連

まずはメタデータの整備から進め、
学習コンテンツを流通・共有できる
環境を整備

・注釈
・閲覧履歴
・ドリル解答履
歴・正答率 等

地方業務システム標準化のための
標準仕様書で概ねカバー

学習ツール

・在籍校
・学年 等

民間事業者

・技術的な情報
・権利に関する情報
・ライフサイクル
・メタデータの情報

・氏名
・現住所
・生年月日

・家族・同居者構成、
居住・転居歴
・勤務先・収入金額 等

・保護者との関係
・就学校名
・入学年月日

授業

・アンケート
等

・アクセスログ
（起動・滞留時間）

・閲覧履歴
・解答履歴・正答率

・出席状況
・学年・クラス
・教科等

・健診結果
・体力測定日
・体力測定結果 等

APPLIC「教育情報アプリケーショ
ンユニット標準仕様」等も参考にし
つつ、今後の校務のデジタル化の
中で対応
また、教育効果の比較可能な指
標について、開発していく必要

「学習eポータル 標準モデル」や
「学外デジタル教育プラットフォーム
技術仕様」等で対応・テスト日

・学習履歴

LRS（※２） ・解答履歴・
正答率 等

・アクセスログ
（起動・滞留時間）

・成果物の記録
等

・指導計画
・成績・評価情報
・健診日

データ標準に準拠したログの収集
を促進

誰が

誰が

どんな教材で

どう学んで

何ができるよ
うになったか

どう学んで何
ができるよう
になったか

どんな環境で
どんな人から

何ができるよ
うになったか

（※１）Learning Management Systemの略称。
（※２）Learning Record Storeの略称。



６．教育分野のプラットフォームの在り方（データ連携における新たな価値と必要となる機能の分析）

視点の対象 新たな価値

学習者
(子供)

• 学びを振り返る：強みや弱点の把握が可能
• 学びを広げる・補う：興味分野の発展的学習、苦手分野の克
服や復習、不登校や病気時の補完

• 学びを伝える：家庭や転校・進学先との接続、資格や履歴等の
証明

保護者 • 子供の学校での様子を確認
• 学校との容易な連絡

教員
• きめ細かい指導・支援：子供一人ひとりの状況の発見、把握、
支援

• 教員自身の成長：経験・知見との照合、好事例を共有し指導
改善

学校設置者
• 学校毎のデータのリアルタイムでの参照
• 学校への調査の負担軽減
• 類似自治体との比較により施策改善

研究機関
• 政策立案や政策展開などEBPMの実現
• 新たな教授法・学習法の創設
• 教員養成・研修等への活用による資質能力向上

民間企業 • 学習者個々のデータを活かしたコンテンツ改修
• 質の高いサービスの提供（EdTechの推進）

データ連携における新たな価値と必要となる機能

■目指す姿：誰一人取り残されない、個別最適な学びと協働的な学びの実現
これから到来するSociety5.0時代において、多様な子供の一人一人の個性や置かれている状況に最適な学びを可能にしていくことが重要であり、全ての子供たち
の力を最大限に引き出すことに資するよう、教育データの効果的な利活用を促進する必要がある。

必要となるデータ 必要となるプラットフォームの機能

• 学校教育（公教育データ）
・ 校務情報
・ 校内学習記録
・ 学校教材
・ 民間教材

• 学校教育外のデータ
・ 校外学習記録
（塾・アプリ等）
・ 民間教材
・ 他分野のデータ
（医療・健康・介護、
防災等）

＜学び方支援＞
• 散在する自らの教育データを統合・分析して学習の最適化を図
ることができる仕組み（データに基づいた最適な教材・指導案の
検索やレコメンド）

• 教育以外のデータを含め、自らの同意の下でデータを集約・活
用できる仕組み（PDS・情報銀行）

＜コミュニケーション＞
• 子供の学習状況を踏まえて家庭学習の支援ができる仕組み
（保護者によるデータアクセス）

＜校務支援・学び方支援＞
• データに基づく学習状況の客観的な分析や、教員の経験知の
共有を行うことで、経験からエビデンス重視の指導へシフトし、き
め細やかな指導を実現できる仕組み

＜教育行政・校務支援＞
• 学校の現状を客観的に把握することができる仕組み（教育ビッ
グデータの分析に基づいた評価・改善、優れた教員の指導の可
視化・定量化）

• 校務効率化や質の高い教育を実現するための、校内や教育委
員会、教育機関間等とのデータ即時共有の仕組み（データの
シームレスな連携）

• 学校内外でデータ連携できる仕組みや、民間でもデータ利活用
可能な仕組み（データ標準化、PDS、情報銀行）
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６．教育分野のプラットフォームの在り方（必要となるプラットフォームの機能と各施策との関係）
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各施策 概要

対象者（利用者） 必要となるプラットフォームの機能

学
習
者

保
護
者

教
職
員

学校
設置
者

研
究
機
関

民
間
企
業

データに基づい
た最適な教材・
指導案の検索
やレコメンド

自らの同
意の下で
データを集
約・活用

子供の学習
状況を踏ま
えて家庭学
習の支援

データに基づく学
習状況の客観的
な分析や教師の
経験知の共有

教育ビッグデータの分
析に基づいた評価・改
善、優れた教師の指導
の可視化・定量化

校内や教育委員
会、教育機関間
等とのデータ即
時共有

学校内外でデータ連
携できる仕組みや、民
間でもデータ利活用
可能な仕組み

学習eポータ
ル標準に準
拠したLMS

日本の初等中等教育に適した共通で
必要な学習管理機能を備えた
Learning Management System

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

学外デジタル
教育用LMS

学校外で事業者が保有するデジタル
学習システム間での情報連携を可能
とする基盤

○ ○ ○ ○ ○ ○

校務支援シ
ステム

校務に関する業務等を支援する目的
で、教職員が一律に利用するシステム ○ ○ ○ ○

教育デジタル
コンテンツ利
活用環境の
整備

官民の様々なデジタル書籍・素材等
について学習指導要領コードとの紐付
けを行うとともに、検索サービスで検索
可能にする

○ ○ ○ ○ ○

STEAMライ
ブラリー

教科横断で未来や社会を考える探究
学習の入口となるコンテンツのデジタル
ライブラリー

○ ○ ○ ○ ○

公教育デー
タ・プラット
フォーム

文部科学省・国研等の①教育データ
の公開・管理、②研究成果の集約・
共有

○ ○ ○

PDS・情報
銀行

個人が自らの意思でデータを蓄積・管
理、活用 ○ ○ ○ ○ ○ ○

 各施策が有機的に連携し、機能を果たすことが重要。学習者、保護者、教職員、学校設置者、研究機関、民間企業といった利用者に
対する新たな価値を明確化しながら取組を推進するとともに、今後、全体アーキテクチャやユースケースにおける成果等を踏まえ、必要に
応じて各施策の見直しを行う。



公教育データ・
プラットフォー
ム（仮称）

小中高

※枠が重なる部分は情報を共有する部分児童生徒・保護者

A小学校
自治体

国
大学等

塾・EdTech・出版社等

大学・研究機関
学校間連携

B中学校

学習
データ等

家庭で独自に利用する
ポータル、アプリ等（PDSを有する）

教員 教員

校務支援システム

デジタル教科書 デジタル教材

教材の
提供

CBT
各種報告・調査

CBT
各種報告・調査

匿名化した
学習データ

匿名化したデータ

○教育データの利活用には、各情報システム間の情報共有を容易にしておくことが重要。こ
のため、｢校務支援システム」「学習eポータル標準準拠LMS」「学外デジタル教育用
LMS」のデータの相互流通性を確保することで、教育データを利活用しやすい環境を整
備することが喫緊の課題。

○国外製のポータル・アプリの活用や国外データとの比較もできるよう、データの標準化におい
ては、国際的なデータ標準と同じ形式とすることも重要。

○データの利活用を促すには、どこにどんな情報があるか、メタデータを整備することも重要。

教材の改善

分析データ・改善案

データの
取得分析結果

改善案

分析結果
改善案

国外
学習状況の確認 学びを振り返り、広げる等

きめ細かい指導の実現等

教育デジタルコンテンツ利活用環
境の整備・STEAMライブラリー

学習状況の確認 学びを振り返り、広げる等

調査書送付

教材

学習データ等
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６．教育分野のプラットフォームの在り方（全体像の中での各施策の位置付け）

学習eポータル標
準準拠LMS

学
外
デ
ジ
タ
ル

教
育
用LM

S
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